
 

 

 

 
 

合意単価 

 
 令和６年３月１４日に締結した大山（一ノ沢）第１５－１号外護岸工事における

契約に用いる単価または金額（契約単位が一式の項目については単価ではなく金

額）については別添単価表のとおり 

 

 

 

単価合意書締結日：令和６年５月９日 

 



工事名：大山（一ノ沢）第15-1号外護岸工事

工事区分
(レベル１)

工種
（レベル２）

種別
（レベル３）

細別
（レベル４）

渓間工 式 1.0 32,316,000

治山土工 式 1.0 4,880,000

掘削工 式 1.0 4,880,744

礫質土掘削A 機械施工　第15­1号護岸工 ｍ3 2,863.0 356 1,019,228

埋戻工A 機械施工　第15­1号護岸工 ｍ3 1,090.0 1,484 1,617,560

礫質土掘削B 機械施工　第6­1号護岸工 ｍ3 2,785.0 356 991,460

埋戻工B 機械施工　第6­1号護岸工 ｍ3 844.0 1,484 1,252,496

護岸工 式 1.0 27,436,000

第15-1号護岸工 ｍ3 274.5 15,816,532

コンクリート 18-8-40BB　ポンプ車打設 ｍ3 274.5 27,328 7,501,536

型枠A 丸太残存型枠 ｍ2 165.0 11,132 1,836,780

型枠I 残存型枠（割石） ｍ2 138.1 28,631 3,953,941

型枠J 残存型枠（粗面） ｍ2 24.6 15,822 389,221

人力掘削面整形 粘性土・礫質土 ｍ2 118.4 470 55,648

タンパ締固め ｍ2 118.4 1,069 126,569

伸縮継目設置 内部型枠含む ｍ2 28.6 9,340 267,124

木製ブロック筋工 2段積み ｍ2 32.1 40,682 1,305,892

植栽工 大山産ポット苗 本 321.0 365 117,165

堤名板取付 B型　55*40*1.2cm 枚 1.0 70,876 70,876

キャットウォーク ｍ 86.0 2,230 191,780

第6-1号護岸工 ｍ3 190.0 11,620,435

コンクリート 18-8-40BB　ポンプ車打設 ｍ3 190.0 27,328 5,192,320

型枠A 丸太残存型枠 ｍ2 145.5 11,132 1,619,706

型枠I 残存型枠（割石） ｍ2 108.8 28,631 3,115,052

型枠J 残存型枠（粗面） ｍ2 36.6 15,822 579,085

人力掘削面整形 粘性土・礫質土 ｍ2 105.0 470 49,350

タンパ締固め ｍ2 105.0 1,069 112,245

伸縮継目設置 内部型枠含む ｍ2 20.8 9,340 194,272

木製ブロック筋工 2段積み ｍ2 11.4 40,682 463,774

植栽工 大山産ポット苗 本 277.0 365 101,105

堤名板取付 B型　55*40*1.2cm 枚 1.0 70,876 70,876

キャットウォーク ｍ 55.0 2,230 122,650

仮設工 式 1.0 197,000

仮設工 式 1.0 197,000

給水施設設置 式 1.0 197,664

給水施設 容量3.0ｍ3 式 1.0 105,662

水運搬 大型車 台 1.0 4,871 4,871

作業道作設 幅員4.0m　機械施工 ｍ 366.1 238 87,131

別添

合　意　単　価　表

工事区分・工種・種別・細別

規格 単位 数量 合意単価 金額



直接工事費 式 1.0 32,513,000

共通仮設費計 式 1.0 5,128,488

共通仮設費(積上げ分計) 式 1.0 288,186

安全費 式 1.0 288,186

土石流安全対策費 式 1.0 206,361

土石流監視員 日 5.0 16,365 81,825

共通仮設費(率計上) 式 1.0 4,440,921

現場環境改善費(率計上) 式 1.0 399,381

純工事費 式 1.0 37,641,488

現場管理費 式 1.0 12,627,258

工事原価 式 1.0 50,268,746

一般管理費等 式 1.0 9,332,457

一般管理費等計 式 1.0 9,332,000

工事価格 式 1.0 59,600,000

消費税相当額 式 1.0 5,960,000

請負金額 式 1.0 65,560,000

　なお、本単価表に記載のない工種（レベル２）が追加された場合の直接工事費及び本単価表に記載のない細別（レベル４）が追加された場合の共通仮設費（積上げ
分）については、変更時の価格を基礎として協議する。


